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受益者のみなさまへ

毎々、格別のご愛顧にあずかり厚くお礼申
し上げます。

さて、「ダイワ・ジャパン・オープン（愛
称：D. J. オープン）」は、このたび、第₁₉期
の決算を行ないました。

ここに、期中の運用状況をご報告申し上げ
ます。

今後とも一層のお引立てを賜りますよう、
お願い申し上げます。

<2812>

ダイワ・ジャパン・オープン
（愛称：D. J. オープン）

★当ファンドの仕組みは次の通りです。
商 品 分 類 追加型投信／国内／株式

信 託 期 間 無期限

運 用 方 針 信託財産の成長をめざして運用を行ないます。

主 要 投 資
対 象

ベビーファンド ダイワ・ジャパン・オープン・マ
ザーファンドの受益証券

ダイワ・ジャパン・
オープン・マザーファンド

わが国の金融商品取引所上場（こ
れに準ずるものを含みます。）株式

マザーファンド
の 運 用 方 法

①わが国の株式を中心に投資します。
②銘柄選定、組入比率等については、運用主担当
者の方針に基づいて決定します。
③市況動向、追加設定等への対応のため、株価指
数先物取引等を利用することがあります。
運用主担当者からの運用方針に関するメッセージ
は以下の通りです。

（a）運用スタイル
　ⅰ ．各企業に対する調査・分析等をもとに投資

する銘柄を選定し、その積上げによりポート
フォリオを組成することを基本とします（ボ
トムアップ・アプローチ）。

　ⅱ ．各種投資指標から判断して、割高と判断さ
れる銘柄を除外して投資することを基本とし
ます。

（b）銘柄選定のプロセス
　 銘柄の選定は、調査部門のスタッフによる企業

分析、経済動向の分析などを考慮し、投資銘柄
数を絞込む方針で行ないます。投資にあたって
は、特定の業種に投資ウエートが高まることも
あります。

（c）株式への投資比率等
　ⅰ ．株式への実質投資比率は、通常の状態では

70％程度以上とすることを基本とします。
　ⅱ ．運用にあたっては、現物株への投資を主体

としますが、市況動向や追加設定などへの対
応のため、株価指数先物取引等を利用するこ
とがあります。

組 入 制 限

ベビーファンドのマザー
ファンド組入上限比率 無制限

マ ザ ー フ ァ ン ド の
株 式 組 入 上 限 比 率 無制限

分 配 方 針
分配対象額は、配当等収益と売買益（評価益を含
みます。）等の全額とし、原則として、基準価額
の水準等を勘案して分配します。

当ファンドは、ファミリーファンド方式で運用を行ないます。
ファミリーファンド方式とは、受益者からの資金をまとめてベ
ビーファンド（当ファンド）とし、その資金を主としてマザー
ファンドの受益証券に投資して、実質的な運用をマザーファン
ドで行なう仕組みです。
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■最近 5期の運用実績

決　　算　　期
基 準 価 額 Ｔ Ｏ Ｐ Ｉ Ｘ

株　　式
組入比率

株　　式
先物比率

純資産
総　額（分配落） 税込み

分配金
期　中
騰落率 （ベンチマーク） 期　中

騰落率
円 円 ％ ％ ％ ％ 百万円

₁₅期末（₂₀₁₁年 ₄ 月₂₅日） ₄, ₀₃₅ ₀ △ ₁₄. ₆ ₈₄₀. ₆₈ △ ₁₅. ₇ ₉₂. ₃ ₁. ₇ ₂, ₆₈₂
₁₆期末（₂₀₁₂年 ₄ 月₂₄日） ₃, ₉₀₈ ₀ △ ₃. ₁ ₈₀₃. ₉₄ △ ₄. ₄ ₉₆. ₉ ― ₂, ₂₈₈
₁₇期末（₂₀₁₃年 ₄ 月₂₄日） ₅, ₈₇₂ ₇₀ ₅₂. ₀ ₁, ₁₆₄. ₃₅ ₄₄. ₈ ₉₉. ₇ ― ₂, ₈₄₆
₁₈期末（₂₀₁₄年 ₄ 月₂₄日） ₆, ₄₂₆ ₇₀ ₁₀. ₆ ₁, ₁₆₄. ₉₀ ₀. ₀ ₉₉. ₄ ― ₂, ₈₄₀
₁₉期末（₂₀₁₅年 ₄ 月₂₄日） ₈, ₁₀₃ ₁₀₀ ₂₇. ₇ ₁, ₆₁₈. ₈₄ ₃₉. ₀ ₉₉. ₃ ― ₃, ₂₅₆

（注 ₁ ）基準価額の騰落率は分配金込み。
（注 ₂ ）株式および株式先物の組入比率は、マザーファンドの組入比率を当ファンドベースに換算したものを含みます。
（注 ₃ ）株式先物比率は買建比率－売建比率です。

■当期中の基準価額と市況の推移
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（注 1）期末の基準価額は分配金込みです。
（注 2）ベンチマークは、期首の基準価額をもとに指数化したものです。

基準価額（左軸）　　　　ベンチマーク（左軸）　　　　純資産総額（右軸）
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《運用経過》

◆基準価額等の推移について
【基準価額・騰落率】

期首：₆, ₄₂₆円　期末：₈, ₁₀₃円（分配金₁₀₀円）　騰落率：₂₇. ₇％（分配金込み）
【基準価額の主な変動要因】

「ダイワ・ジャパン・オープン・マザーファンド」の受益証券を通じて、わが国の株式に投資した結果、国内株式市況の
上昇を反映し基準価額は値上がりしました。
◆投資環境について
○国内株式市況

国内株式市況は、期首より、ウクライナ情勢や消費税率引上げへの懸念から、₂₀₁₄年 ₅ 月中旬まで低迷した状態が続き
ました。 ₅ 月下旬からは、米国経済の回復や国内企業業績の改善、法人税率引下げ方針の決定、コーポレートガバナンス
（企業統治）改革への期待、円安の進行などを背景に株価は上昇しました。 ₉ 月下旬以降は、世界経済の先行き不透明感
やエボラ出血熱の感染拡大への懸念、 ₂ 大臣辞任による国内政治不安などにより、株価は下落しました。₁₀月下旬から
は、日銀による予想外の追加金融緩和やＧＰＩＦ（年金積立金管理運用独立行政法人）の国内株式運用比率引上げ決定、

年　　月　　日
基 準 価 額 Ｔ Ｏ Ｐ Ｉ Ｘ 株　　式

組入比率
株　　式
先物比率騰 落 率 （ベンチマーク） 騰 落 率

円 ％ ％ ％ ％
（期首）₂₀₁₄年 ₄ 月₂₄日 ₆, ₄₂₆ ― ₁, ₁₆₄. ₉₀ ― ₉₉. ₄ ―

₄ 月末 ₆, ₂₇₆ △ ₂. ₃ ₁, ₁₆₂. ₄₄ △ ₀. ₂ ₉₇. ₄ ―
₅ 月末 ₆, ₃₈₅ △ ₀. ₆ ₁, ₂₀₁. ₄₁ ₃. ₁ ₉₈. ₆ ―
₆ 月末 ₆, ₈₆₂ ₆. ₈ ₁, ₂₆₂. ₅₆ ₈. ₄ ₉₈. ₉ ―
₇ 月末 ₇, ₁₄₃ ₁₁. ₂ ₁, ₂₈₉. ₄₂ ₁₀. ₇ ₉₉. ₀ ―
₈ 月末 ₇, ₂₂₈ ₁₂. ₅ ₁, ₂₇₇. ₉₇ ₉. ₇ ₉₈. ₅ ―
₉ 月末 ₇, ₃₈₆ ₁₄. ₉ ₁, ₃₂₆. ₂₉ ₁₃. ₉ ₉₈. ₁ ―
₁₀月末 ₇, ₂₈₄ ₁₃. ₄ ₁, ₃₃₃. ₆₄ ₁₄. ₅ ₉₉. ₀ ―
₁₁月末 ₇, ₆₀₅ ₁₈. ₃ ₁, ₄₁₀. ₃₄ ₂₁. ₁ ₉₉. ₄ ―
₁₂月末 ₇, ₆₁₄ ₁₈. ₅ ₁, ₄₀₇. ₅₁ ₂₀. ₈ ₉₉. ₂ ―

₂₀₁₅年 ₁ 月末 ₇, ₄₅₅ ₁₆. ₀ ₁, ₄₁₅. ₀₇ ₂₁. ₅ ₉₉. ₂ ―
₂ 月末 ₇, ₇₉₉ ₂₁. ₄ ₁, ₅₂₃. ₈₅ ₃₀. ₈ ₉₉. ₂ ―
₃ 月末 ₇, ₉₆₀ ₂₃. ₉ ₁, ₅₄₃. ₁₁ ₃₂. ₅ ₉₈. ₇ ―

（期末）₂₀₁₅年 ₄ 月₂₄日 ₈, ₂₀₃ ₂₇. ₇ ₁, ₆₁₈. ₈₄ ₃₉. ₀ ₉₉. ₃ ―
（注）期末基準価額は分配金込み、騰落率は期首比。
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円安の大幅な進行などを受けて、株価は急速に上昇しました。₁₂月以降は、原油価格急落によるロシア経済の不安やギリ
シャ情勢混迷によるユーロ安などから下落する局面もありました。₂₀₁₅年 ₁ 月半ばからは、ＥＣＢ（欧州中央銀行）によ
る量的金融緩和の決定や日米景気の着実な回復、春闘でのベア高め妥結期待、良好な株式需給関係などを受けて、株価は
上昇しました。

◆前期における「今後の運用方針」

〈株式組入比率〉
株式組入比率は₉₀％程度以上の高位を維持する方針です。

〈ポートフォリオ〉
①業種構成

国内外の経済拡大や、国内の金融緩和および成長戦略などの恩恵を受けて売上・利益の拡大が想定される業種、業
界再編などにより収益性等の向上が期待できる業種、構造的な成長要因を有する企業を多く抱える業種などに注目し
ております。今後、外部環境の変化などにより物色動向が大きく変わる局面では積極的に業種構成を変更していきた
いと考えております。

②個別銘柄
・銘柄選別にあたっては、成長力、競争力、事業戦略およびビジネスモデルなどを重視します。また、₂₀₁₄年度の見

通しを中心とした業績動向、事業環境の動向や変化、企業の収益性の動向、割安性などに基づいた株価の位置など
にも着目します。

・投資価値の高い銘柄を選別するため、企業の調査を丹念に行なうボトムアップリサーチをベースに、各種投資指標
の分析を併せて行ないます。

◆ポートフォリオについて
○当ファンド

「ダイワ・ジャパン・オープン・マザーファンド」の受益証券へ投資を行ないました。
○ダイワ・ジャパン・オープン・マザーファンド

企業の成長力、競争力、事業戦略などを重視して銘柄選別を行ない、ＰＥＲ（株価収益率）などの株価指標にも留意し
て、おおむね₁₀₀～₁₅₀銘柄程度を選択して投資しました。

株式の組入比率は、おおむね₉₅～₁₀₀％程度としました。
業種構成は、業績動向および株価水準、成長性などの観点から銘柄選別を行なった結果、電気機器、輸送用機器、食料

品、化学などの組入比率を引上げ、サービス業、情報・通信業、不動産業、建設業などの組入比率を引下げました。期末
では、電気機器、輸送用機器、サービス業、銀行業などを中心としたポートフォリオとしました。

個別銘柄では、遺伝子検査事業の急減速が見られた日本トリム、リコール問題の影響が懸念された本田技研などを売却
しました。一方、構造改革の進展を評価したソニー、大型買収による業績拡大が見込まれバリュエーションの割安なノジ
マなどを買い付けました。

◆ベンチマークとの差異について
ベンチマーク（ＴＯＰＩＸ）の騰落率は₃₉. ₀％となりました。一方、当ファンドの騰落率は₂₇. ₇％となりました。
業種構成では、ＴＯＰＩＸの騰落率を下回る推移となった不動産業や建設業などをオーバーウエートしたことや、ＴＯＰ

ＩＸの騰落率を上回る推移となった化学、陸運業、医薬品などをアンダーウエートしたことがマイナスに働きました。個別
銘柄では、アルプス電気、サマンサタバサ、ＦＰＧなどはプラスに寄与しましたが、前期に大幅貢献したファンコミュニ
ケーションズ、セプテーニＨＬＤＧＳ、日本トリムなどが当期はマイナス要因となりました。

以下のグラフは、当ファンドの基準価額とベンチマークとの騰落率の対比です。
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基準価額
ＴＯＰＩＸ

◆分配金について
【収益分配金】

当期の ₁ 万口当り分配金（税込み）は₁₀₀円といたしました。
■分配原資の内訳（ 1万口当り）

項 目
当 期

₂₀₁₄年 ₄ 月₂₅日
～₂₀₁₅年 ₄ 月₂₄日

当 期 分 配 金（ 税 込 み ）（円） ₁₀₀
対 基 準 価 額 比 率（％） ₁. ₂₂
当 期 の 収 益（円） ₁₀₀
当 期 の 収 益 以 外（円） ―

翌 期 繰 越 分 配 対 象 額（円） ₉₄₇
（注 ₁ ） 「当期の収益」は「経費控除後の配当等収益」および「経費控除後の有価

証券売買等損益」から分配に充当した金額です。また、「当期の収益以外」
は「収益調整金」および「分配準備積立金」から分配に充当した金額です。

（注 ₂ ） 円未満は切捨てており、当期の収益と当期の収益以外の合計が当期分配金
（税込み）に合致しない場合があります。

（注 ₃ ） 当期分配金の対基準価額比率は当期分配金（税込み）の期末基準価額（分
配金込み）に対する比率で、ファンドの収益率とは異なります。

【決定根拠、留保益の今後の運用方針】
収益分配金の決定根拠は下記の「収益分配金の計算過程（ ₁ 万口当り）」をご参照ください。
なお、留保益につきましては、運用方針に基づき運用させていただきます。

■収益分配金の計算過程（ 1万口当り）
項 目 当 期

（ａ）経 費 控 除 後 の 配 当 等 収 益 ₁₀₁. ₃₄円
（ｂ）経費控除後の有価証券売買等損益  ₀. ₀₀
（ｃ）収 益 調 整 金 ₂₀. ₇₀
（ｄ）分 配 準 備 積 立 金 ₉₂₅. ₂₈
（ｅ）当期分配対象額（ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ） ₁, ₀₄₇. ₃₃
（ｆ）分 配 金 ₁₀₀. ₀₀
（ｇ）翌 期 繰 越 分 配 対 象 額（ ｅ － ｆ ） ₉₄₇. ₃₃
（注）下線を付した該当項目から分配金を計上しています。
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■ 1万口当りの費用の明細

項　　　目
当期

項　　目　　の　　概　　要（₂₀₁₄. ₄. ₂₅～₂₀₁₅. ₄. ₂₄）
金　額 比　率

信託報酬  ₁₁₈円 ₁. ₆₃₂％ 信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率 
　　　　　期中の平均基準価額（月末値の平均値）は₇, ₂₄₇円です。

（投信会社）  （₆₄）  （₀. ₈₈₁） 投信会社分は、ファンドの運用と調査、受託銀行への運用指図、基準価額の計算、目論見書・運用報告書の作成等の対価
（販売会社）  （₄₇）  （₀. ₆₄₄） 販売会社分は、運用報告書等各種書類の送付、口座内での各ファンドの管理、購入後の情報提供等の対価
（受託銀行）  （₈）  （₀. ₁₀₇） 受託銀行分は、運用財産の管理、投信会社からの指図の実行の対価

売買委託手数料  ₂₁   ₀. ₂₉₀   売買委託手数料＝期中の売買委託手数料／期中の平均受益権総口数 
売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料

（株式）  （₂₁）  （₀. ₂₉₀） 

有価証券取引税  ― ― 有価証券取引税＝期中の有価証券取引税／期中の平均受益権口数 
有価証券取引税は、有価証券の取引の都度発生する取引に関する税金

その他費用  ₀   ₀. ₀₀₅   その他費用＝期中のその他費用／期中の平均受益権口数
（監査費用）  （₀）  （₀. ₀₀₅） 監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用
合　　　　計  ₁₄₀   ₁. ₉₂₇  

（注 ₁ ） 期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は追加、解約によって受益権口数に変動があるため、項目の概要の簡便法により算出した結果です。なお、売買委託
手数料、有価証券取引税およびその他費用は、このファンドが組入れているマザーファンドが支払った金額のうち、このファンドに対応するものを含みます。 

（注 ₂ ）金額欄は各項目ごとに円未満を四捨五入してあります。 
（注 ₃ ）比率欄は ₁ 万口当りのそれぞれの費用金額を期中の平均基準価額で除して₁₀₀を乗じたものです。

《今後の運用方針》

○当ファンド
「ダイワ・ジャパン・オープン・マザーファンド」の受益証券へ投資を行ない、信託財産の成長をめざします。
○ダイワ・ジャパン・オープン・マザーファンド

国内株式市況は、国内外の金融緩和や円安進行、国内企業の業績回復、良好な株式需給関係などが引続き株価の押し上げ
要因になると考えており、株式組入比率は₉₀％程度以上の高位を維持する方針です。個別銘柄選別では、成長力、競争力、
事業戦略、ビジネスモデルなどを重視します。また₂₀₁₅年度の見通しを中心とした業績動向、事業環境の動向や変化、企業
のビジネスモデルや成長性、割安性などに基づいた株価の位置、需給動向などにも注目してまいります。

■株式売買金額の平均組入株式時価総額に対する割合
（₂₀₁₄年 ₄ 月₂₅日から₂₀₁₅年 ₄ 月₂₄日まで）

項 目 当 期
ダイワ・ジャパン・オープン・マザーファンド

（ａ）期 中 の 株 式 売 買 金 額 ₁₂, ₂₁₃, ₀₅₂千円 

（ｂ）期中の平均組入株式時価総額 ₅, ₅₄₃, ₃₆₇千円 

（ｃ）売 買 高 比 率 （ａ）／（ｂ） ₂. ₂₀ 
（注 ₁ ）（b）は各月末現在の組入株式時価総額の平均。
（注 ₂ ）単位未満は切捨て。

■売買および取引の状況
親投資信託受益証券の設定・解約状況

（₂₀₁₄年 ₄ 月₂₅日から₂₀₁₅年 ₄ 月₂₄日まで）
設 定 解 約

口 数 金 額 口 数 金 額
ダイワ・ジャパン・
オ ー プ ン・
マザーファンド

千口 千円 千口 千円

5, 891 9, 300 237, 697 ₃₈₇, ₁₀₀ 

（注）単位未満は切捨て。
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ダイワ・ジャパン・オープン

（₃）期中の売買委託手数料総額に対する利害関係人への支
払比率

（₂₀₁₄年 ₄ 月₂₅日から₂₀₁₅年 ₄ 月₂₄日まで）
項 目 当 期

売 買 委 託 手 数 料 総 額（Ａ） ₈, ₉₃₈千円 

うち利害関係人への支払額（Ｂ） ₁, ₃₁₂千円 

（Ｂ）／（Ａ） ₁₄. ₇％ 
（注） 売買委託手数料総額は、このファンドが組み入れているマザーファンドが支

払った金額のうち、このファンドに対応するものを含みます。

※ 利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第₁₁条第 ₁ 項に規定される
利害関係人であり、当期における当ファンドに係る利害関係人とは、日の出証
券、大和証券です。

■利害関係人との取引状況
（1）ベビーファンドにおける期中の利害関係人との取引状
況
当期中における利害関係人との取引はありません。

（2）マザーファンドにおける期中の利害関係人との取引状
況

（₂₀₁₄年 ₄ 月₂₅日から₂₀₁₅年 ₄ 月₂₄日まで）
決 算 期 当 期

区 分 買付額等
A

う ち 利 害
関係人との
取引状況 B

B/A 売付額等
C

う ち 利 害
関係人との
取引状況 D

D/C

百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％
株 式 ₅, ₇₄₃ ₅₁₉ ₉. ₀ ₆, ₄₆₉ ₈₁₀ ₁₂. ₅ 

コール・ローン ₁₂, ₅₅₆ ― ― ― ― ― 
（注）平均保有割合₅₄. ₈％
※ 平均保有割合とは、マザーファンドの残存口数の合計に対する当該ベビーファン

ドのマザーファンド所有口数の割合。

■組入資産明細表
親投資信託残高

種 類 期　　首 当 期 末
口　　数 口　　数 評 価 額

千口 千口 千円
ダ イ ワ・ ジ ャ パ ン・
オープン・マザーファンド ₂, ₀₀₇, ₀₉₁ ₁, ₇₇₅, ₂₈₆ ₃, ₂₉₃, ₈₆₅ 

（注）単位未満は切捨て。

■投資信託財産の構成
₂₀₁₅年 ₄ 月₂₄日現在

項 目 当　　　期　　　末
評　価　額 比　　 率

千円 ％
ダイワ・ジャパン・オープン・マザーファンド ₃, ₂₉₃, ₈₆₅ ₉₈. ₇ 

コ ー ル ・ ロ ー ン 等、 そ の 他 ₄₂, ₃₂₁ ₁. ₃ 

投 資 信 託 財 産 総 額 ₃, ₃₃₆, ₁₈₇ ₁₀₀. ₀ 
（注）評価額の単位未満は切捨て。

■資産、負債、元本および基準価額の状況
₂₀₁₅年 ₄ 月₂₄日現在

項 目 当 期 末
（Ａ）資 産 ₃， ₃₃₆， 18₇， ₇₆5円

コ ー ル   ・ ロ ー ン 等 ₂₈, ₇₂₁, ₉₀₄  
ダ イ ワ・ ジ ャ パ ン・ オ ー プ ン・
マ ザ ー フ ァ ン ド（評価額） ₃, ₂₉₃, ₈₆₅, ₈₆₁  

未 収 入 金 ₁₃, ₆₀₀, ₀₀₀  
（Ｂ）負 債 80， 028， ₆24  

未 払 収 益 分 配 金 ₄₀, ₁₈₅, ₈₄₄  
未 払 解 約 金 ₁₄, ₀₀₀, ₃₅₄  
未 払 信 託 報 酬 ₂₅, ₇₅₇, ₇₈₆  
そ の 他 未 払 費 用 ₈₄, ₆₄₀  

（Ｃ）純 資 産 総 額（Ａ－Ｂ） ₃， 25₆， 159， 141  
元 本 ₄, ₀₁₈, ₅₈₄, ₄₀₆  
次 期 繰 越 損 益 金 △ ₇₆₂, ₄₂₅, ₂₆₅  

（Ｄ）受益権総口数 4， 018， 584， 40₆口
1 万口当り基準価額（Ｃ／Ｄ） 8， 10₃円

＊ 期首における元本額は₄, ₄₂₀, ₆₇₃, ₆₁₈円、当期中における追加設定元本額は
₂₇, ₀₀₂, ₄₃₂円、同解約元本額は₄₂₉, ₀₉₁, ₆₄₄円です。

＊当期末の計算口数当りの純資産額は₈, ₁₀₃円です。
＊当期末の純資産総額が元本額を下回っており、その差額は₇₆₂, ₄₂₅, ₂₆₅円です。
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ダイワ・ジャパン・オープン

■収益分配金の計算過程（総額）
項 目 当 期

（ａ）経 費 控 除 後 の 配 当 等 収 益 ₄₀, ₇₂₅, ₆₈₄円
（ｂ）経費控除後の有価証券売買等損益  ₀
（ｃ）収 益 調 整 金 ₈, ₃₂₂, ₄₆₉
（ｄ）分 配 準 備 積 立 金 ₃₇₁, ₈₃₂, ₆₈₉
（ｅ）当 期 分 配 対 象 額（ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ） ₄₂₀, ₈₈₀, ₈₄₂
（ｆ）分 配 金 ₄₀, ₁₈₅, ₈₄₄
（ｇ）翌 期 繰 越 分 配 対 象 額（ｅ－ｆ） ₃₈₀, ₆₉₄, ₉₉₈
（ｈ）受 益 権 総 口 数 ₄, ₀₁₈, ₅₈₄, ₄₀₆口

■損益の状況
当期　自₂₀₁₄年 ₄ 月₂₅日　至₂₀₁₅年 ₄ 月₂₄日

項 目 当 期
（Ａ）配 当 等 収 益 109， ₇₆0円

受 取 利 息 ₁₀₉, ₇₆₀
（Ｂ）有価証券売買損益 ₇₆2， ₇₇₃， 5₃2

売 買 益 ₈₀₃, ₃₄₆, ₁₃₇
売 買 損 △ ₄₀, ₅₇₂, ₆₀₅

（Ｃ）信 託 報 酬 等 △ 50， 4₆4， ₆49
（Ｄ）当 期 損 益 金（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） ₇12， 418， ₆4₃
（Ｅ）前期繰越損益金 △ ₇₆2， 8₃1， 549
（Ｆ）追加信託差損益金 △ ₆₇1， 82₆， 515

（配 当 等 相 当 額）（ ₈, ₃₂₂, ₄₆₉）
（売 買 損 益 相 当 額）（△ ₆₈₀, ₁₄₈, ₉₈₄）

（Ｇ）合 計（Ｄ＋Ｅ＋Ｆ） △ ₇22， 2₃9， 421
（Ｈ）収 益 分 配 金 △ 40， 185， 844

次期繰越損益金（Ｇ＋Ｈ） △ ₇₆2， 425， 2₆5
追 加 信 託 差 損 益 金 △ ₆₇₁, ₈₂₆, ₅₁₅

（配 当 等 相 当 額）（ ₈, ₃₂₂, ₄₆₉）
（売 買 損 益 相 当 額）（△ ₆₈₀, ₁₄₈, ₉₈₄）
分 配 準 備 積 立 金 ₃₇₂, ₃₇₂, ₅₂₉
繰 越 損 益 金 △ ₄₆₂, ₉₇₁, ₂₇₉

（注 ₁ ） 信託報酬等には信託報酬に対する消費税等相当額を含めて表示しておりま
す。

（注 ₂ ） 追加信託差損益金とは、追加信託金と元本との差額をいい、元本を下回る
場合は損失として、上回る場合は利益として処理されます。

（注 ₃ ） 収益分配金の計算過程は「収益分配金の計算過程（総額）」の表を参照。
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ダイワ・ジャパン・オープン

【本資料は、受益者のみなさまにファンドの運用状況をお知らせするためのものであり、投資の勧誘を目的としたものではありません。】

収 益 分 配 金 の お 知 ら せ
1 万 口 当 り 分 配 金 100円

●〈分配金再投資コース〉をご利用の方の税引き分配金は、 ₄ 月₂₄日現在の基準価額（ ₁ 万口当り₈, ₁₀₃円）に基づいて自動的に再投資
いたしました。

分配金の課税上の取扱いについて
・分配金には、課税扱いとなる「普通分配金」と、非課税扱いとなる「元本払戻金（特別分配金）」があります。
・分配落ち後の基準価額が個別元本と同額または個別元本を上回る場合には、分配金の全額が普通分配金となります。
・分配落ち後の基準価額が個別元本を下回る場合には、下回る部分の額が元本払戻金（特別分配金）、残りの額が普通分配金です。
・元本払戻金（特別分配金）が発生した場合は、分配金発生時における個々の受益者の個別元本から当該元本払戻金（特別分配金）

を控除した額が、その後の個々の受益者の個別元本となります。
・普通分配金については、₂₀. ₃₁₅％（所得税₁₅％、復興特別所得税₀. ₃₁₅％および地方税 ₅ ％）の税率による源泉徴収が行なわれ、申

告不要制度が適用されます。なお、確定申告を行ない、申告分離課税または総合課税（配当控除の適用があります。）を選択するこ
ともできます。

・法人の受益者の場合、税率が異なります。
・税法が改正された場合等には、上記の内容が変更になることがあります。くわしくは、販売会社にお問い合わせください。
・課税上の取扱いの詳細につきましては、税務専門家等にご確認されることをお勧めします。

　当ファンドは少額投資非課税制度「ＮＩＳＡ（ニーサ）」の適用対象です。非課税口座における取扱いについては販売会社にお問い
合わせください。

《お知らせ》
●運用報告書（全体版）の電子交付について
　2014年12月 1 日施行の法改正により、運用報告書は「交付運用報告書」と「運用報告書（全体版）」（本書）の 2種類になりま
したが、「運用報告書（全体版）」については、交付に代えて電子交付する旨を信託約款に定めました。
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ダイワ・ジャパン・オープン・マザーファンド

運用報告書　第14期　（決算日　2015年 4 月24日）

（計算期間　2014年 ₄ 月₂₅日～2015年 ₄ 月₂₄日）

ダイワ・ジャパン・オープン・マザーファンドの第₁₄期にかかる運用状況をご報告申し上げます。

★当ファンドの仕組みは次の通りです。

運 用 方 針 信託財産の成長をめざして運用を行ないます。

主要投資対象 わが国の金融商品取引所上場（これに準ずるものを含みます。）株式

運 用 方 法

①わが国の株式を中心に投資します。
②銘柄選定、組入比率等については、運用主担当者の方針に基づいて決定します。
③市況動向、追加設定等への対応のため、株価指数先物取引等を利用することがあります。
運用主担当者からの運用方針に関するメッセージは以下の通りです。

（a）運用スタイル
　ⅰ ．各企業に対する調査・分析等をもとに投資する銘柄を選定し、その積上げによりポート

フォリオを組成することを基本とします（ボトムアップ・アプローチ）。
　ⅱ ．各種投資指標から判断して、割高と判断される銘柄を除外して投資することを基本とし

ます。
（b）銘柄選定のプロセス
　 銘柄の選定は、調査部門のスタッフによる企業分析、経済動向の分析などを考慮し、投資銘

柄数を絞込む方針で行ないます。投資にあたっては、特定の業種に投資ウエートが高まるこ
ともあります。

（c）株式への投資比率等
　ⅰ．株式への実質投資比率は、通常の状態では70％程度以上とすることを基本とします。
　ⅱ ．運用にあたっては、現物株への投資を主体としますが、市況動向や追加設定などへの対

応のため、株価指数先物取引等を利用することがあります。

株式組入制限 無制限

東京都千代田区丸の内一丁目 9番 1号
h t t p : / / w w w . d a i w a－a m . c o . j p /
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ダイワ・ジャパン・オープン・マザーファンド

■当期中の基準価額と市況の推移

年　月　日
基 準 価 額 ＴＯＰＩＸ（配当込み）株　　式

組入比率
株　　式
先物比率騰落率 （ベンチマーク） 騰落率

円 ％ ％ ％ ％
（期首）₂₀₁₄年 ₄ 月₂₄日 ₁₄, ₂₉₅ ― ₁, ₅₇₇. ₁₀ ― ₉₈. ₄ ―

₄ 月末 ₁₃, ₉₆₄ △ ₂. ₃ ₁, ₅₇₃. ₇₈ △ ₀. ₂ ₉₇. ₅ ―
₅ 月末 ₁₄, ₂₂₇ △ ₀. ₅ ₁, ₆₂₆. ₆₂ ₃. ₁ ₉₈. ₇ ―
₆ 月末 ₁₅, ₃₁₂ ₇. ₁ ₁, ₇₁₂. ₃₀ ₈. ₆ ₉₈. ₉ ―
₇ 月末 ₁₅, ₉₆₂ ₁₁. ₇ ₁, ₇₄₈. ₈₁ ₁₀. ₉ ₉₉. ₁ ―
₈ 月末 ₁₆, ₁₇₂ ₁₃. ₁ ₁, ₇₃₃. ₇₆ ₉. ₉ ₉₈. ₆ ―
₉ 月末 ₁₆, ₅₅₁ ₁₅. ₈ ₁, ₈₁₁. ₉₈ ₁₄. ₉ ₉₈. ₂ ―
₁₀月末 ₁₆, ₃₄₅ ₁₄. ₃ ₁, ₈₂₂. ₀₈ ₁₅. ₅ ₉₉. ₀ ―
₁₁月末 ₁₇, ₀₈₆ ₁₉. ₅ ₁, ₉₂₆. ₉₃ ₂₂. ₂ ₉₉. ₅ ―
₁₂月末 ₁₇, ₁₃₂ ₁₉. ₈ ₁, ₉₂₅. ₅₄ ₂₂. ₁ ₉₉. ₃ ―

₂₀₁₅年 ₁ 月末 ₁₆, ₇₉₈ ₁₇. ₅ ₁, ₉₃₅. ₉₈ ₂₂. ₈ ₉₉. ₃ ―
₂ 月末 ₁₇, ₅₉₅ ₂₃. ₁ ₂, ₀₈₅. ₃₃ ₃₂. ₂ ₉₉. ₂ ―
₃ 月末 ₁₇, ₉₈₄ ₂₅. ₈ ₂, ₁₂₈. ₃₀ ₃₅. ₀ ₉₈. ₈ ―

（期末）₂₀₁₅年 ₄ 月₂₄日 ₁₈, ₅₅₄ ₂₉. ₈ ₂, ₂₃₂. ₇₄ ₄₁. ₆ ₉₈. ₂ ―
（注 ₁ ）騰落率は期首比。
（注 ₂ ）株式先物比率は買建比率－売建比率です。

《運用経過》
◆基準価額等の推移について
【基準価額・騰落率】

期首：₁₄, ₂₉₅円　期末：₁₈, ₅₅₄円　騰落率：₂₉. ₈％
【基準価額の主な変動要因】

国内株式市況の上昇を反映し、基準価額は値上がりしました。
◆投資環境について
○国内株式市況

国内株式市況は、期首より、ウクライナ情勢や消費税率引上げへ
の懸念から、₂₀₁₄年 ₅ 月中旬まで低迷した状態が続きました。 ₅ 月
下旬からは、米国経済の回復や国内企業業績の改善、法人税率引下
げ方針の決定、コーポレートガバナンス（企業統治）改革への期
待、円安の進行などを背景に株価は上昇しました。 ₉ 月下旬以降

は、世界経済の先行き不透明感やエボラ出血熱の感染拡大への懸
念、 ₂ 大臣辞任による国内政治不安などにより、株価は下落しまし
た。₁₀月下旬からは、日銀による予想外の追加金融緩和やＧＰＩＦ
（年金積立金管理運用独立行政法人）の国内株式運用比率引上げ決
定、円安の大幅な進行などを受けて、株価は急速に上昇しました。
₁₂月以降は、原油価格急落によるロシア経済の不安やギリシャ情勢
混迷によるユーロ安などから下落する局面もありました。₂₀₁₅年 ₁
月半ばからは、ＥＣＢ（欧州中央銀行）による量的金融緩和の決定
や日米景気の着実な回復、春闘でのベア高め妥結期待、良好な株式
需給関係などを受けて、株価は上昇しました。

◆前期における「今後の運用方針」
〈株式組入比率〉

株式組入比率は₉₀％程度以上の高位を維持する方針です。
〈ポートフォリオ〉

①業種構成
国内外の経済拡大や、国内の金融緩和および成長戦略などの

恩恵を受けて売上・利益の拡大が想定される業種、業界再編な
どにより収益性等の向上が期待できる業種、構造的な成長要因
を有する企業を多く抱える業種などに注目しております。今
後、外部環境の変化などにより物色動向が大きく変わる局面で
は積極的に業種構成を変更していきたいと考えております。

②個別銘柄
・銘柄選別にあたっては、成長力、競争力、事業戦略およびビ

ジネスモデルなどを重視します。また、₂₀₁₄年度の見通しを
中心とした業績動向、事業環境の動向や変化、企業の収益性
の動向、割安性などに基づいた株価の位置などにも着目しま
す。

・投資価値の高い銘柄を選別するため、企業の調査を丹念に行
なうボトムアップリサーチをベースに、各種投資指標の分析
を併せて行ないます。

◆ポートフォリオについて
企業の成長力、競争力、事業戦略などを重視して銘柄選別を行な

い、ＰＥＲ（株価収益率）などの株価指標にも留意して、おおむね
₁₀₀～₁₅₀銘柄程度を選択して投資しました。

株式の組入比率は、おおむね₉₅～₁₀₀％程度としました。
業種構成は、業績動向および株価水準、成長性などの観点から銘柄

選別を行なった結果、電気機器、輸送用機器、食料品、化学などの組
入比率を引上げ、サービス業、情報・通信業、不動産業、建設業など
の組入比率を引下げました。期末では、電気機器、輸送用機器、サー
ビス業、銀行業などを中心としたポートフォリオとしました。

個別銘柄では、遺伝子検査事業の急減速が見られた日本トリム、リ
コール問題の影響が懸念された本田技研などを売却しました。一方、
構造改革の進展を評価したソニー、大型買収による業績拡大が見込ま
れバリュエーションの割安なノジマなどを買い付けました。

◆ベンチマークとの差異について
当期の当ファンドの基準価額とベンチマークの騰落率は、「当期中

の基準価額と市況の推移」をご参照ください。
業種構成では、ＴＯＰＩＸの騰落率を下回る推移となった不動産業

や建設業などをオーバーウエートしたことや、ＴＯＰＩＸの騰落率を
上回る推移となった化学、陸運業、医薬品などをアンダーウエートし
たことがマイナスに働きました。個別銘柄では、アルプス電気、サマ
ンサタバサ、ＦＰＧなどはプラスに寄与しましたが、前期に大幅貢献
したファンコミュニケーションズ、セプテーニＨＬＤＧＳ、日本トリ
ムなどが当期はマイナス要因となりました。

20, 000

18, 000

16, 000

14, 000

12, 000

（円）

期　首
（2014. 4. 24）

期　末
（2015. 4. 24）

基準価額
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■ 1万口当りの費用の明細
項 目 当　　　期

売買委託手数料 ₄₇円
（株式） （ ₄₇）

有価証券取引税 ―

その他費用 ―

合 計 ₄₇
（注 ₁ ） 期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は追加、解約によって

受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結果です。費用の項
目および算出法については前掲の「 ₁ 万口当りの費用の明細」の項目の概
要をご参照ください。

（注 ₂ ） 各項目ごとに円未満は四捨五入してあります。

《今後の運用方針》
　国内株式市況は、国内外の金融緩和や円安進行、国内企業の業績回
復、良好な株式需給関係などが引続き株価の押し上げ要因になると考え
ており、株式組入比率は₉₀％程度以上の高位を維持する方針です。個別
銘柄選別では、成長力、競争力、事業戦略、ビジネスモデルなどを重視
します。また₂₀₁₅年度の見通しを中心とした業績動向、事業環境の動向
や変化、企業のビジネスモデルや成長性、割安性などに基づいた株価の
位置、需給動向などにも注目してまいります。

■売買および取引の状況
株　　　　式

（₂₀₁₄年 ₄ 月₂₅日から₂₀₁₅年 ₄ 月₂₄日まで）
買　　　　付 売　　　　付

株 数 金 額 株 数 金 額

国 内
千株 千円 千株 千円

₅, ₃₂₈. ₂ ₅, ₇₄₃, ₉₃₃ ₆, ₆₃₆. ₈ ₆, ₄₆₉, ₁₁₈ 
（△ ₁₂₇） （ ―） 

（注 ₁ ）金額は受渡し代金。
（注 ₂ ） （　）内は株式分割、合併等による増減分で、上段の数字には含まれており

ません。
（注 ₃ ）金額の単位未満は切捨て。

■主要な売買銘柄
株　　　　式

（₂₀₁₄年 ₄ 月₂₅日から₂₀₁₅年 ₄ 月₂₄日まで）
当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期

買　　　　　　　　　　　付 売　　　　　　　　　　　付
銘　　　　　柄 株　数 金　額 平均単価 銘　　　　　柄 株　数 金　額 平均単価

千株 千円 円 千株 千円 円
ミクシィ ₂₁. ₅ ₁₃₅, ₂₇₃ ₆, ₂₉₁  あい ホールディングス  ₇₅ ₁₃₉, ₀₇₃ ₁, ₈₅₄ 
ソニー ₄₁ ₁₁₄, ₆₉₄ ₂, ₇₉₇  安藤・間  ₂₀₀ ₁₃₂, ₇₃₆ ₆₆₃ 
富士重工業 ₂₈ ₁₁₀, ₁₇₄ ₃, ₉₃₄  ファンコミュニケーションズ  ₁₀₂ ₁₂₄, ₇₃₅ ₁, ₂₂₂ 
ワイヤレスゲート ₂₃ ₁₀₀, ₈₀₁ ₄, ₃₈₂  コロプラ  ₃₈ ₁₂₀, ₄₂₇ ₃, ₁₆₉ 
カシオ ₄₈ ₉₆, ₁₀₅ ₂, ₀₀₂  サイバーエージェント  ₂₂. ₅ ₁₁₀, ₈₂₉ ₄, ₉₂₅ 
ブロッコリー ₇₂ ₉₁, ₀₄₁ ₁, ₂₆₄  ミクシィ  ₂₁. ₅ ₁₁₀, ₆₆₆ ₅, ₁₄₇ 
ノジマ ₅₂ ₈₉, ₃₈₇ ₁, ₇₁₈  本田技研  ₃₀. ₅ ₁₀₇, ₁₃₇ ₃, ₅₁₂ 
マーベラス ₆₅ ₈₃, ₇₆₁ ₁, ₂₈₈  日本トリム  ₂₉ ₁₀₁, ₀₇₀ ₃, ₄₈₅ 
第一生命 ₄₅ ₈₃, ₃₅₈ ₁, ₈₅₂  マーベラス  ₆₅ ₉₆, ₃₅₄ ₁, ₄₈₂ 
コロプラ ₂₂ ₈₂, ₃₄₄ ₃, ₇₄₂  ソフトバンク  ₁₃ ₉₄, ₉₇₇ ₇, ₃₀₅ 

（注 ₁ ）金額は受渡し代金。
（注 ₂ ）金額の単位未満は切捨て。
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銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円
建設業（2. 8％）

安藤・間 ₁₉₀ ― ―
西松建設 ₂₀₀ ₂₀₀ ₈₈, ₂₀₀
大豊建設 ₁₂₅ ₁₀₀ ₆₀, ₅₀₀
東鉄工業 ₁₃ ― ―
ＮＩＰＰＯ ₅ ― ―
東洋建設 ― ₃₁ ₁₄, ₆₆₃
日揮 ₄ ― ―

食料品（1. 5％）
江崎グリコ ― ₂ ₁₀, ₃₂₀
明治ホールディングス ― ₃. ₈ ₅₃, ₅₀₄
ケンコーマヨネーズ ― ₁₃. ₅ ₂₂, ₃₈₃

繊維製品（0. ₃％）
東レ ― ₁₆ ₁₆, ₇₉₂
化学（₃. 2％）

東ソー ― ₄₀ ₂₆, ₂₄₀
東京応化工業 ― ₅ ₁₉, ₃₀₀
積水化成品 ― ₄₃ ₂₁, ₀₂₇
ダイキョーニシカワ ― ₄ ₁₄, ₃₄₀
ＤＩＣ ₁₁₀ ₁₂₀ ₄₃, ₉₂₀
有沢製作所 ― ₂₃ ₂₃, ₅₉₈
日東電工 ― ₅ ₃₈, ₉₄₀

医薬品（1. 9％）
日本新薬 ― ₁₀ ₄₁, ₇₅₀
科研製薬 ― ₅ ₂₃, ₀₅₀
小野薬品 ₂. ₅ ₂ ₂₅, ₆₈₀
ペプチドリーム ₀. ₅ ₂ ₁₉, ₄₀₀

石油・石炭製品（0. ₇％）
ＭＯＲＥＳＣＯ ₂₂ ₁₉ ₄₁, ₉₇₁

ゴム製品（1. 1％）
ブリヂストン ₁₈ ₁₃ ₆₅, ₇₀₂

ガラス・土石製品（1. 0％）
日本コンクリート ₅₈ ₄₀ ₁₉, ₅₂₀
ジオスター ₉₈ ₇₀ ₃₇, ₀₃₀
ジャパンパイル ₄₀ ― ―

鉄鋼（0. 9％）
新日鐵住金 ₁₅₀ ― ―
日立金属 ₂₇ ₂₇ ₅₂, ₀₈₃

非鉄金属（1. 2％）
東邦亜鉛 ― ₈₀ ₃₇, ₉₂₀
古河機金 ₁₄₀ ₁₄₀ ₃₀, ₁₀₀
ＵＡＣＪ ₅₀ ― ―
住友電工 ₁₀ ― ―

金属製品（0. ₆％）
川田テクノロジーズ ― ₉ ₃₄, ₇₄₀

機械（5. ₃％）
アイダエンジニア ₅₄ ₁₂ ₁₆, ₉₃₂
DMG 森精機 ― ₄ ₇, ₉₆₈
ディスコ ― ₅. ₅ ₆₁, ₉₃₀
やまびこ ― ₃. ₅ ₁₈, ₉₀₀
ナブテスコ ₈ ₄. ₅ ₁₄, ₈₇₂
レオン自動機 ₆₅ ― ―
ＳＭＣ ₁. ₂ ₁. ₂ ₄₃, ₁₈₂
日精樹脂工業 ― ₂₃ ₂₉, ₄₄₀
三精テクノロジーズ ― ₂₂ ₁₂, ₈₉₂
加藤製作所 ₇₀ ₂ ₁, ₅₆₄

銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円
ＣＫＤ ₃₀ ₂₀ ₂₁, ₉₈₀
福島工業 ₁₅ ― ―
竹内製作所 ₁₇ ₇ ₄₂, ₁₄₀
ＪＵＫＩ ― ₅₀ ₁₈, ₄₀₀
ＴＨＫ ₁₀ ₆. ₅ ₁₉, ₉₅₅

電気機器（21. 5％）
ミネベア ― ₁₂ ₂₁, ₉₆₀
日立 ₈₅ ― ―
日本電産 ₄ ₄. ₅ ₃₉, ₈₈₃
ダブル・スコープ ― ₄₃ ₃₆, ₂₀₆
ダイヘン ― ₁₀₀ ₅₉, ₃₀₀
田淵電機 ₄₅ ― ―
大崎電気 ― ₆ ₅, ₀₁₀
富士通 ― ₁₅ ₁₂, ₀₅₈
サン電子 ₄₉ ₆₈ ₁₂₂, ₀₆₀
ソニー ― ₄₁ ₁₅₃, ₂₉₉
ＴＤＫ ― ₂ ₁₆, ₉₆₀
アルプス電気 ₅₅ ₅₇ ₁₇₀, ₂₅₉
日本トリム ₂₉ ― ―
フオスター電機 ― ₂₀ ₆₀, ₃₀₀
共和電業 ₁₀₅ ― ―
キーエンス ₀. ₇ ₁. ₂ ₇₆, ₇₁₆
シスメックス ― ₃. ₅ ₂₃, ₃₈₀
OBARA GROUP ₁₅ ― ―
イリソ電子工業 ― ₂. ₅ ₂₁, ₈₀₀
富士通フロンテック ₂₇ ₁₉ ₂₉, ₉₈₂
カシオ ― ₄₈ ₁₁₇, ₉₈₄
ファナック ₁ ₂. ₈ ₇₄, ₂₀₀
太陽誘電 ― ₂₂ ₄₀, ₀₆₂
村田製作所 ₅ ₈. ₆ ₁₄₃, ₁₀₄
アジアグロースキャピタル ― ₁₃₀ ₂₆, ₆₅₀

輸送用機器（12. 1％）
川崎重工業 ₄₀ ₉₀ ₅₆, ₇₉₀
日産自動車 ― ₂₈ ₃₅, ₇₉₈
トヨタ自動車 ₂₅ ₃₂. ₅ ₂₇₃, ₄₂₂
マツダ ₃₁₅ ₃₄ ₈₄, ₇₄₅
本田技研 ₃₀. ₅ ― ―
富士重工業 ₃₂ ₄₅ ₁₈₆, ₉₇₅
ヤマハ発動機 ― ₁₆ ₄₅, ₇₄₄
ジャムコ ― ₆ ₂₂, ₉₂₀

精密機器（₃. ₆％）
島津製作所 ― ₈ ₁₁, ₃₄₄
トプコン ₂₄ ₂₅ ₇₄, ₁₇₅
オリンパス ― ₆ ₂₇, ₀₆₀
ＨＯＹＡ ― ₁₁ ₅₁, ₇₇₁
朝日インテック ₉ ₆ ₄₄, ₇₀₀
CYBERDYNE ₂ ― ―
その他製品（―）

前田工繊 ₅₁ ― ―
小松ウオール工業 ₈ ― ―

電気・ガス業（0. 5％）
電源開発 ― ₇ ₂₉, ₁₂₀

陸運業（1. 5％）
サカイ引越センター ₈. ₅ ― ―
南海電鉄 ― ₉₅ ₅₂, ₉₁₅
トナミホールディングス ― ₇₅ ₃₂, ₇₀₀

銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円
海運業（0. 5％）

日本郵船 ₁₈₀ ₈₀ ₂₉, ₂₈₀
空運業（0. 4％）

日本航空 ― ₆ ₂₃, ₇₉₀
情報・通信業（₃. 5％）

ソリトンシステムズ ₁₄. ₅ ― ―
ファインデックス ₁₃. ₅ ― ―
ポールトゥウィン・ピットクル ₃₀ ― ―
ネクソン ― ₂₀ ₃₂, ₈₂₀
エニグモ ₅. ₅ ₂₇ ₂₈, ₄₅₈
コロプラ ₁₆ ― ―
クロス・マーケティング G ₁₈ ― ―
エンカレッジ・テクノロジ ₇. ₁ ― ―
ドワンゴ ₁₁ ― ―
ラック ― ₈ ₉, ₇₆₀
ジャストシステム ₁₀₅ ― ―
フュージョンパートナー ― ₂₄ ₂₀, ₉₇₆
エイベックス・グループ HD ₂ ₄ ₇, ₆₃₆
日本ＢＳ放送 ₅ ― ―
ＫＡＤＯＫＡＷＡ ₂ ― ―
スクウェア・エニックス・HD ₂₆ ₁₃ ₃₃, ₇₆₁
ＳＣＳＫ ₂₂ ₅ ₁₇, ₆₅₀
アイネス ₃₈ ― ―
コナミ ₂₁ ― ―
ソフトバンク ₁₆. ₅ ₇ ₅₄, ₂₂₉

卸売業（4. ₆％）
あい ホールディングス ₁₂₅ ₅₅ ₁₂₀, ₃₄₀
伊藤忠 ₂₄ ― ―
三井物産 ₃₄ ₂₁ ₃₄, ₉₉₆
三菱商事 ₂₃ ₂₁ ₅₃, ₆₂₃
第一実業 ― ₄₀ ₂₅, ₃₂₀
岩谷産業 ₇₀ ₁₅ ₁₂, ₃₄₅
サンリオ ― ₇ ₂₂, ₅₄₀
小売業（4. ₃％）

ホットランド ― ₄. ₅ ₂₀, ₁₁₅
ノジマ ― ₄₈ ₁₁₅, ₇₇₆
良品計画 ― ₁. ₆ ₂₉, ₉₂₀
ラオックス ― ₄₀ ₁₄, ₇₂₀
はせがわ ₄₄ ― ―
松屋 ― ₁₈ ₃₄, ₃₀₈
ファーストリテイリング ― ₀. ₇ ₃₄, ₀₉₃
やまや ₂₃ ― ―
銀行業（₇. ₃％）

新生銀行 ₁₇₀ ₁₁₀ ₂₈, ₁₆₀
三菱 UFJ フィナンシャル G ₃₃₀ ₃₀₀ ₂₅₇, ₀₄₀
三井住友トラスト HD ― ₆₀ ₃₂, ₇₅₄
三井住友フィナンシャル G ₂₉ ₂₀ ₁₀₄, ₇₄₀
みずほフィナンシャルＧ ₈₀ ― ―

証券、商品先物取引業（₃. 9％）
ＦＰＧ ― ₂₃ ₃₀, ₀₁₅
ジャフコ ₉ ― ―
野村ホールディングス ₇₀ ₉₀ ₇₁, ₄₇₈
東海東京ＨＤ ― ₁₄ ₁₃, ₃₁₄
いちよし証券 ₂₀ ― ―
岩井コスモホールディング ₄₀ ₄₀ ₆₅, ₂₈₀
マネースクウェア HD ― ₃₅ ₄₈, ₆₁₅

■組入資産明細表
国 内 株 式
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ダイワ・ジャパン・オープン・マザーファンド

■投資信託財産の構成
₂₀₁₅年 ₄ 月₂₄日現在

項 目 当 期 末
評 価 額 比 率

千円 ％
株         式 ₅, ₈₂₄, ₀₇₅ ₉₅. ₇ 

コ ー ル ・ ロ ー ン 等、 そ の 他 ₂₆₀, ₄₀₇ ₄. ₃ 

投 資 信 託 財 産 総 額 ₆, ₀₈₄, ₄₈₂ ₁₀₀. ₀ 
（注）評価額の単位未満は切捨て。

■資産、負債、元本および基準価額の状況
₂₀₁₅年 ₄ 月₂₄日現在

項 目 当 期 末
（Ａ）資 産 ₆, 084, 482, ₃24円

コ ー ル  ・ ロ ー ン 等 ₆₁, ₄₂₃, ₄₈₁  
株 式（評価額） ₅, ₈₂₄, ₀₇₅, ₀₀₀  
未 収 入 金 ₁₅₅, ₉₈₆, ₄₇₅  
未 収 配 当 金 ₄₂, ₉₉₇, ₃₆₈  

（Ｂ）負 債 152, 0₆1, 114  
未 払 金 ₁₃₁, ₂₆₁, ₁₁₄  
未 払 解 約 金 ₂₀, ₈₀₀, ₀₀₀  

（Ｃ）純 資 産 総 額（Ａ－Ｂ） 5, 9₃2, 421, 210  
元 本 ₃, ₁₉₇, ₃₃₆, ₈₅₀  
次 期 繰 越 損 益 金 ₂, ₇₃₅, ₀₈₄, ₃₆₀  

（Ｄ）受益権総口数 ₃, 19₇, ₃₃₆, 850口
1 万口当り基準価額（Ｃ／Ｄ） 18, 554円

＊ 期首における元本額は₃, ₆₇₄, ₃₉₅, ₉₈₅円、当期中における追加設定元本額は
₃₂₁, ₂₃₉, ₇₃₆円、同解約元本額は₇₉₈, ₂₉₈, ₈₇₁円です。

＊ 当期末における当マザーファンドを投資対象とする投資信託の元本額は、ダイ
ワ・ジャパン・オープンＶＡ₅₃₄, ₉₄₂, ₇₂₆円、ダイワ・ジャパン・オープン
₁, ₇₇₅, ₂₈₆, ₁₁₇円、ＤＣ・ダイワ・ジャパン・オープン（確定拠出年金専用ファ
ンド）₈₈₇, ₁₀₈, ₀₀₇円です。

＊当期末の計算口数当りの純資産額は₁₈, ₅₅₄円です。

■損益の状況
当期　自₂₀₁₄年 ₄ 月₂₅日　至₂₀₁₅年 ₄ 月₂₄日

項 目 当 期
（Ａ）配 当 等 収 益 82, 9₆2, 055円

受 取 配 当 金 ₈₂, ₉₃₁, ₂₀₃  
受 取 利 息 ₃₀, ₆₅₁  
そ の 他 収 益 金 ₂₀₁  

（Ｂ）有価証券売買損益 1, ₃₇9, ₆₇8, 922  
売 買 益 ₁, ₈₉₂, ₆₇₆, ₃₁₄  
売 買 損 △  ₅₁₂, ₉₉₇, ₃₉₂  

（Ｃ）当 期 損 益 金（Ａ＋Ｂ） 1, 4₆2, ₆40, 9₇₇  
（Ｄ）前期繰越損益金 1, 5₇8, 184, 248  
（Ｅ）解約差損益金 △  494, ₃01, 129  
（Ｆ）追加信託差損益金 188, 5₆0, 2₆4  
（Ｇ）合 計（Ｃ＋Ｄ＋Ｅ＋Ｆ） 2, ₇₃5, 084, ₃₆0  

次期繰越損益金（Ｇ） 2, ₇₃5, 084, ₃₆0  
（注 ₁ ） 解約差損益金とは、一部解約時の解約価額と元本との差額をいい、元本を

下回る場合は利益として、上回る場合は損失として処理されます。
（注 ₂ ） 追加信託差損益金とは、追加信託金と元本との差額をいい、元本を下回る

場合は損失として、上回る場合は利益として処理されます。

銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円
保険業（₃. ₃％）

第一生命 ₂₈ ₆₂ ₁₂₃, ₈₁₄
東京海上ＨＤ ₁₆ ₁₄ ₇₀, ₆₈₆

その他金融業（1. 4％）
ジャックス ₄₈ ― ―
オリックス ₆₀ ₃₀ ₅₇, ₁₉₅
日本取引所グループ ― ₇ ₂₅, ₈₃₀

不動産業（4. 0％）
オープンハウス ₁₄ ₁₅ ₄₆, ₅₀₀
三井不動産 ₁₇ ₁₈ ₆₄, ₆₂₉
三菱地所 ₂₂ ₁₂ ₃₃, ₇₉₈
住友不動産 ₈ ₈ ₃₇, ₅₂₀
レーサム ₅₅ ― ―
エリアリンク ₅₀₀ ― ―
サンフロンティア不動産 ₃₉ ₄₂ ₄₉, ₅₆₀

銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円
サービス業（₇. 1％）

ネクスト ― ₁₄ ₁₆, ₉₈₂
エス・エム・エス ₂₉ ― ―
クックパッド ₁₃ ― ―
カカクコム ₁₇ ₁₃ ₂₄, ₉₃₄
ディップ ― ₅ ₃₉, ₂₅₀
ディー・エヌ・エー ― ₂₀ ₅₀, ₆₈₀
ぐるなび ₁₈ ― ―
ファンコミュニケーションズ ₉₁ ― ―
バリューコマース ₅₆ ― ―
セプテーニ HLDGS ₁₂₈ ₁₀₅ ₁₀₆, ₄₇₀
ケネディクス ― ₇₀ ₃₅, ₁₄₀
テイクアンドギヴニーズ ₂₃ ― ―
サイバーエージェント ₁₇ ₂. ₅ ₁₅, ₃₂₅
楽天 ₁₂ ₆ ₁₂, ₉₆₆

銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円
テクノプロ・ホールディング ― ₁₃ ₄₅, ₂₄₀
ライドオン・エクスプレス ₂₇ ₃₆ ₆₅, ₅₂₀

千株 千株 千円

合計
株数、金額 ₅, ₃₆₁ ₃, ₉₂₅. ₄ ₅, ₈₂₄, ₀₇₅

銘柄数＜比率＞ ₁₀₆銘柄 ₁₂₄銘柄 ＜₉₈. ₂％＞

（注 ₁ ） 銘柄欄の（　）内は国内株式の評価総額に対する
各業種の比率。

（注 ₂ ） 合計欄の＜　＞内は、純資産総額に対する評価
額の比率。

（注 ₃ ）評価額の単位未満は切捨て。
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